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統
計
で
み
る
横
浜
の
現
状

横
浜
市
の
０
～
14
歳
ま
で
の
年
少
人
口
は
、
１
９
８
０
（
昭
和

55
）
年
の
約
67
万
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少
に
転
じ
、
２
０
２
５
（
令
和

７
）
年
に
は
ピ
ー
ク
時
の
３
分
の
２
に
当
た
る
約
41
万
人
と
な
っ
て

い
ま
す
。

ま
た
、
令
和
２
年
国
勢
調
査
の
結
果
に
よ
る
と
、
15
歳
未
満
の

こ
ど
も
の
い
る
世
帯
の
割
合
は
12
・
０
％
で
、
２
０
１
０
（
平
成

22
）
年
か
ら
８
ポ
イ
ン
ト
近
く
減
少
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
少
子
化
が
進
む
中
、
子
育
て
や
教
育
の
状
況
に
も

変
化
が
見
ら
れ
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
そ
の
い
く
つ
か
を
紹
介
し
て
い

き
ま
す
。

ま
ず
、
小
学
校
就
学
前
の
状
況
に
つ
い
て
見
て
い
き
ま
す
。

２
０
２
３
（
令
和
５
）
年
度
に
保
護
者
を
対
象
と
し
て
実
施
し

た
調
査
に
よ
れ
ば
、
未
就
学
児
の
親
の
就
労
状
況
は
、
父
親
に
つ
い

て
は
「
フ
ル
タ
イ
ム
で
就
労
」
が
94
・
５
％
、
「
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ

イ
ト
等
」
が
０
・
８
％
で
、
95
・
３
％
が
就
労
し
て
い
ま
す
。
一
方
、

母
親
は
、
「
フ
ル
タ
イ
ム
で
就
労
」
が
48
・
５
％
、
「
パ
ー
ト
・
ア

ル
バ
イ
ト
等
」
が
23
・
２
％
で
、
計
71
・
７
％
が
就
労
し
て
お
り
、

５
年
前
の
調
査
の
58
・
４
％
か
ら
大
幅
に
増
加
し
て
い
ま
す
（
図

１
）
。

共
働
き
で
な
い
世
帯
（
専
業
主
婦
（
夫
）
の
い
る
世
帯
）
が

26
・
３
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
父
親
と
母
親
の
両
方
が
フ
ル
タ
イ

ム
で
働
い
て
い
る
世
帯
は
46
・
１
％
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
を

母
親
の
就
労
割
合
は
５
年
前
か
ら
大
幅
に
増
加

含
め
る
と
共
働
き
世
帯
は
68
・
３
％
で
、
両
親
と
も
に
仕
事
を
し
な

が
ら
子
育
て
を
し
て
い
る
世
帯
は
ま
す
ま
す
増
え
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
親
の
就
労
状
況
の
変
化
を
受
け
、
未
就
学
児
の
い
る

世
帯
の
う
ち
、
保
育
等
の
日
中
の
サ
ー
ビ
ス
を
定
期
的
に
利
用
し
て

い
る
世
帯
の
割
合
は
76
・
０
％
と
、
平
成
30
年
度
調
査
の
70
・
１
％

か
ら
約
６
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
い
ま
す
。

利
用
し
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
は
、
「
認
可
保
育
所
」
と
「
幼
稚

園
」
が
中
心
で
、
ど
の
年
齢
で
も
「
認
可
保
育
所
」
の
利
用
が
最
も

多
く
、
平
成
30
年
度
調
査
と
比
較
す
る
と
、
「
幼
稚
園
」
の
利
用
は

32
・
５
％
か
ら
27
・
０
％
へ
と
５
・
５
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
て
い
ま
す
。

「
認
可
保
育
所
」
の
利
用
は
50
・
４
％
か
ら
54
・
２
％
、
「
私
立
保

育
園
等
預
か
り
保
育
事
業
」
の
利
用
は
５
・
２
％
か
ら
９
・
１
％
、

「
認
定
こ
ど
も
園
」
は
６
・
９
％
か
ら
９
・
０
％
と
、
多
様
な
ニ
ー

ズ
に
合
わ
せ
た
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
増
加
し
て
い
ま
す
（
図
２
）
。

保
育
所
の
在
籍
児
童
数
は
２
０
１
５
（
平
成
27
）
年
に
幼
稚
園

の
在
籍
児
童
数
を
上
回
っ
た
後
、
増
加
が
続
い
て
い
ま
す
が
、
近
年

増
加
ペ
ー
ス
が
鈍
化
し
て
き
て
い
ま
す
。
ま
た
、
保
育
所
の
施
設
数

も
在
籍
数
と
同
様
の
傾
向
が
見
て
取
れ
ま
す
（
図
３
）
。

横
浜
市
で
は
、
２
０
１
０
（
平
成
22
）
年
４
月
に
待
機
児
童
数

が
１
５
５
２
人
で
全
国
最
多
と
な
っ
た
後
、
待
機
状
況
を
改
善
す
る

た
め
の
様
々
な
取
組
を
実
施
し
、
２
０
１
３
（
平
成
25
）
年
４
月
に

待
機
児
童
０
人
を
達
成
し
ま
し
た
。
２
０
１
８
（
平
成
30
）
年
４
月

１
日
時
点
で
は
、
育
児
休
業
中
で
復
職
の
意
思
を
確
認
で
き
た
ケ
ー

ス
を
含
め
て
待
機
児
童
数
は
63
人
と
な
り
ま
し
た
が
、
そ
の
後
も
改
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横浜市子ども・子育て支援事業計画策定に向けた
利用ニーズ把握のための調査（横浜市こども青少年局）
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善
の
取
組
を
続
け
た
こ
と
で
待
機
児
童
数
は
減
少
を
続
け
、
２
０
２

５
（
令
和
７
）
年
４
月
に
は
12
年
ぶ
り
に
待
機
児
童
０
人
を
達
成
し

ま
し
た
。

続
い
て
、
就
学
以
降
の
状
況
を
見
て
い
き
ま
す
。

学
校
数
は
、
小
・
中
学
校
、
高
等
学
校
や
特
別
支
援
学
校
等
を

含
め
て
、
２
０
２
４
（
令
和
６
）
年
５
月
現
在
で
６
４
４
校
で
す

（
図
５
）
。

学
校
の
統
合
や
児
童
生
徒
数
の
増
加
・
減
少
な
ど
に
よ
る
学
校

の
新
設
・
廃
止
に
よ
り
、
２
０
１
８
（
平
成
30
）
年
か
ら
２
０
２
４

（
令
和
６
）
年
ま
で
の
６
年
間
で
、
小
学
校
の
数
は
４
校
の
減
、
中

学
校
は
３
校
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

市
内
の
小
・
中
・
義
務
教
育
学
校
の
児
童
生
徒
数
は
現
在
約
25

万
人
で
、
未
就
学
児
と
同
様
に
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
そ
う
し

た
中
、
外
国
人
児
童
生
徒
数
は
年
々
増
加
し
て
お
り
、
２
０
２
４

（
令
和
６
）
年
に
は
全
体
の
児
童
生
徒
数
の
２
％
を
超
え
ま
し
た
。

ま
た
、
市
立
小
・
中
・
義
務
教
育
学
校
で
は
、
外
国
人
児
童
生

徒
の
増
加
に
伴
い
、
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
が
４
千
人
以

上
に
上
っ
て
い
ま
す
（
図
４
）
。
日
本
語
指
導
と
と
も
に
、
何
ら
か

の
支
援
を
必
要
と
し
て
い
る
児
童
生
徒
も
少
な
く
な
い
と
考
え
ら
れ

ま
す
。 外

国
人
児
童
生
徒
の
増
加
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高
等
学
校
の
卒
業
後
の
進
路
状
況
を
見
る
と
、
２
０
２
３
（
令

和
５
）
年
に
卒
業
し
た
72
・
８
％
が
大
学
等
へ
進
学
し
、
４
・
６
％

が
就
職
を
し
て
い
ま
す
。
大
学
等
へ
の
進
学
率
は
、
20
年
前
と
比
較

す
る
と
51
・
１
％
か
ら
20
ポ
イ
ン
ト
以
上
増
加
し
て
お
り
、
２
０
２

２
（
令
和
４
）
年
度
に
初
め
て
70
％
を
超
え
ま
し
た
（
図
６
）
。
全

国
平
均
は
62
・
３
％
と
な
っ
て
お
り
、
大
学
進
学
率
は
、
大
都
市
で

高
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

小
学
生
の
保
護
者
を
対
象
に
２
０
２
３
（
令
和
５
）
年
度
に
実

施
し
た
調
査
で
は
、
「
子
育
て
を
し
て
い
て
感
じ
る
困
り
ご
と
」
と

し
て
最
も
多
か
っ
た
回
答
は
、
「
子
ど
も
の
教
育
・
進
学
」
で
50
・

８
％
の
人
が
挙
げ
て
い
ま
す
。
以
下
、
「
子
ど
も
の
ネ
ッ
ト
や
ゲ
ー

ム
と
の
付
き
合
い
方
」
が
44
・
１
％
、
「
子
ど
も
の
し
か
り
方
・
し

つ
け
」
が
38
・
２
％
、
「
仕
事
と
の
両
立
」
が
29
・
０
％
、
「
経
済

的
な
負
担
」
が
27
・
９
％
と
続
い
て
い
ま
す
（
図
７
）
。

学
年
が
高
く
な
る
と
「
子
ど
も
の
教
育
・
進
学
」
、
「
子
ど
も

の
ネ
ッ
ト
や
ゲ
ー
ム
と
の
付
き
合
い
方
」
の
割
合
が
高
く
な
る
傾

向
が
見
ら
れ
、
反
対
に
、
「
子
ど
も
と
の
過
ご
し
方
・
遊
び
方
」
、

「
仕
事
と
の
両
立
」
、
「
子
ど
も
の
し
か
り
方
・
し
つ
け
」
な
ど
は
、

学
年
が
低
い
ほ
ど
回
答
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
困
り
ご
と
を
誰
か
に
相
談
し
た
こ
と
の
あ
る
人
は
49
・

４
％
で
、
相
談
先
と
し
て
「
配
偶
者
・
パ
ー
ト
ナ
ー
」
が
75
・
９
％

と
最
も
多
く
、
「
友
人
や
知
人
」
が
61
・
６
％
、
「
親
や
き
ょ
う
だ

い
な
ど
の
親
族
」
が
56
・
３
％
と
続
き
ま
す
。
相
談
し
た
こ
と
が
な

い
人
は
39
・
３
％
で
、
68
・
０
％
が
「
相
談
す
る
ほ
ど
の
こ
と
で
も

な
い
と
思
う
か
ら
」
を
そ
の
理
由
に
挙
げ
て
い
ま
す
。
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困
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※各年度とも前年度卒業者の状況

子育てをしていて感じる困りごと（令和５年度）図7
横浜市子ども・子育て支援事業計画の策定に向けた利用
ニーズ把握のための調査（小学生調査）（横浜市こども青少年局）


